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1 はじめに

現在コンビニエンスストアは、多くの人々の生活に密
着しているといえる。そのコンビニエンスストアの売り
上げ向上に、リピーターの確保は欠かすことのできない
ポイントである。そこで陳腐化商品の充実とバランスを
考えるため、これまでの需要データをもとに、売れ残り
と、品切れの発生を可能な限り小さくする最適発注政策
について考察する。

2 アプローチ

本論文は期待利益の最大化と期待損失の最小化を目的
としたおにぎりの最適発注量を求めることである。しか
し、それを考える前に、季節や曜日、天候など、どんな
環境条件の時、おにぎりの需要が大きくなるかを捉える
必要がある。
2.1 論文の構成
本論文で使用したおにぎりの販売データは、某コンビ
ニエンスストアの 2002年度におけるものである。また、
おにぎりの需要について、月ごとの季節変動があるかど
うかを 30日移動平均を用いて調べ、90日移動平均を用
いて春・夏・秋・冬ごとの季節変動があるかどうかを調
べた。その結果、おにぎりが一番売れるのは「夏」であ
ることがわかった。そこで、本論文では、需要が一番大
きい「夏」の需要分布を用いて、第 3章で利益を最大に
する経済発注量の考察を行ない、第 4章で費用を最小に
する経済発注量の考察を行う。

3 利益最大化モデル

新聞売り子の問題を用いて一日の経済発注量を考え
る。店で販売しているおにぎりは 20種類で、それぞれ
値段も異なり需要量にも差があるため加重平均法を用い
て、平均原価や平均利益を求めて以下のモデルについて
考えていくことにする。

3.1 モデル 1

このモデルでは、おにぎりが 1個売れると a円のもう
けになり、1個売れ残ると原価 b円の損失になるとする。

• 変数
a:おにぎりが 1個売れたときのもうけ
b:おにぎりが 1個売れ残ったときの損失
x:発注量
y:需要量
E(x):期待利得
p(y):需要分布
e(x, y)：利益

需要は確率変数で、その需要分布を p(y) とすれば、発
注量が x、需要量が y の時の利益 e(x, y)は

e(x, y) =
{

ay − b(x − y) (x ≥ y のとき)
ax (x＜ y のとき) (1)

と与えられる。この場合は、需要は確率変数であるの
で、需要分布 p(y)に対して、発注量 x の時の期待利得
E(x)は

E(x) =
∞∑

y=0

e(x, y)p(y) (2)

であるから、式 (1)、(2)より

E(x) =
x∑

y=0

[ay − b(x − y)]p(y) +
∞∑

y=x+1

axp(y) (3)

また E(x)を最大にする経済発注量 xopt は

xopt =

⎧⎪⎨
⎪⎩

E(x) − E(x − 1) ≥ 0

E(x + 1) − E(x) ≤ 0

(4)

の解である。a, b, p(y)を用いた経済発注量 xopt は

xopt =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

x−1∑
y=0

p(y) ≤ a

a + b

x∑
y=0

p(y) ≥ a

a + b

(5)

となる。

3.1.1 数値計算
加重平均*1を用いてそれぞれ平均原価・平均利益を計
算する。その結果、平均原価は 78.098 円、平均利益は
33.784円となった。a = 33.784, b = 78.098であるから

a

a + b
=

33.784
78.098 + 33.784

= 0.302 (6)

よって、表 1から xopt=3となる。
以上から経済発注量は 3単位である。したがって経済発
注量は 146個である。

*1 １：種類ごとの年間販売個数にそれぞれの原価をかけて、各々
の和を計算する。利益についても同様な計算を行う。
２：各々の和を全体の年間販売個数でそれぞれ割る。
３：以上のことを行って、加重平均原価と加重平均利益を計算
したものである。



表 1 2002年度における夏の販売個数

夏の販売個数
単位数 販売範囲 (個) 日数 割合 (%) 累積 (%)

1 98～114 9 9.78 9.78
2 114～130 17 18.48 28.26
3 130～146 11 11.96 40.22
4 146～162 18 19.57 59.79
5 162～178 14 15.22 75.26
6 178～194 7 7.61 82.26
7 194～210 8 8.7 91.32
8 210～226 5 5.43 96.57
9 226～242 1 1.09 97.84
10 242～258 2 2.16 100.00

3.2 モデル 2

このモデルでは品切れでおにぎりを買わずに店を出て
行った客、何種類かおにぎりは残っていたが自分の好み
のものがなく、他の商品に移った客などを考慮して経済
発注量を考える。

• 変数
a:おにぎりが 1個売れたときのもうけ
b:おにぎりが 1個売れ残ったときの損失
c:おにぎり 1個についての機会損失費用
d:別の商品に移行したときのもうけ
x:発注量
y:需要量
E(x):期待利得
p(y):需要分布
e(x, y):利益
α:お客が別の商品へ移る確率

発注量が x、需要量が yの時の利益 e(x, y)は

e(x, y) =

{
ay − b(x − y) (x ≥ y )
ax (x ≤ y )
dα (y − x) − c(1 −α)(y − x) (x + 1 ≤ y )

(7)
となる。このとき期待利得 E(x)は

E(x) =
x∑

y=0

[ay − b(x − y)]p(y) +
∞∑

y=x

axp(y)

+
∞∑

y=x+1

[dα− c(1 −α)(y − x)]p(y) (8)

となる。

また E(x)を最大にする xopt は

xopt =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

x∑
y=0

p(y) ≤ a + dα− c(1 −α)
a + b + dα − c(1 −α)

x∑
y=0

p(y) ≥ a + dα− c(1 −α)
a + b + dα − c(1 −α)

(9)

となる。ただし、0 ＜ a+d α−c(1−α)
a+b+d α−c(1−α)＜１ となるため

には、a＜ a + bより、条件 a + dα＞ c(1 −α)が成り
立つ必要がある。
3.2.1 数値計算
α、c、dの値を変化させて a+c(1−α)−d α

b+a+c(1−α)−d α の値を計

算する。αが増加するとき、 a+c(1−α)−d α
b+a+c(1−α)−d α の値と計

算に使用した c、d の値がどのように関係しているかを
調べるため、それらを c = d = 0のとき、cと dが平均
利益の半分として c = d = 16.892のとき、cと dが平均
利益と同じとして c = d = 33.784のとき c と dが平均
利益の 2 倍として c = d = 67.568 のときというように
場合分けし、計算する。

3.2.2 考察
c = dかつ c、dが共に増加するとき、 a+c(1−α)−d α

b+a+c(1−α)−d α

の値がとりえる範囲が大きくなっていく。従って、機会
損失費用が高くなるにつれて、その分を他の商品の利益
で補うことはリスクが高いと考えられる。また、経済発
注量 xopt は変化しやすく不安定であるとする。
c ＜ dかつ c・d が共に増加するとき、 a+c(1−α)−d α

b+a+c(1−α)−d α

の値がとりえる範囲が大きくなっていく。従って、機会
損失費用が高くなるにつれて、その分以上の利益を他の
商品の利益で得ようとすることは、c = dの時よりもリ
スクが高いと考えられる。また、経済発注量 xopt が一
層不安定となって変化しやすいと言える。
d = 0 かつ c が増加するとき、 a+c(1−α)−d α

b+a+c(1−α)−d α の値が
とりえる範囲が大きくなっていく。従って、機会損失費
用が高くなるにつれて、その分を他の商品の利益で全く
補うことができない場合、経済発注量 xopt が不安定と
なって変化しやすいと言える。
c ＞ dかつ c・d が共に増加するとき、 a+c(1−α)−d α

b+a+c(1−α)−d α

の値がとりえる範囲はあまり変わらない。しかし、範囲
の幅は大きいと言える。従って、機会損失費用が高くな
るにつれ、その分を少しでも他の商品の利益で補おうと
試みても、経済発注量 xopt は不安定なままであると言
える。
以上のことからαが高くなるとき、それぞれの場合分け
による、経済発注量が不安定になる要素を導くことがで
きた。今後 cや dを考慮しながら経済発注量を求めると
き、 a+c(1−α)−d α

b+a+c(1−α)−d α の値のとりえる範囲が最小となる
ように、cや dを調べなくてはならない。



4 コスト最小化モデル

4.1 モデル 1

このモデルでは在庫維持費、発注費、人権費などは考
慮せず、仕入れ費用と機会損失費用に着目する。そこで
新聞売子の問題を用いてコストを最小化する経済発注量
を算出し研究を進めていく。またこのモデルは後に扱う
モデル 2、モデル 3の基礎モデルとなっている。

• 変数
a:おにぎり 1個の原価
b:おにぎり 1個の機会損失費用 (a＜ b)
x:発注量 (単位)
y:需要量 (単位)
p(y):需要分布
t(x, y):コスト
T (x):期待コスト

発注量が x、需要量が yのときのコスト t(x, y)は

t(x, y) =
{

ax (x＞ y のとき)
ax + b(y − x) (x ≤ y のとき) (10)

で与えられる。よって期待コスト T (x)は

T (x) =
∞∑

y=0

t(x, y)p(y) (11)

である。式 (10)、(11)より

T (x) =
x−1∑
y=0

axp(y) +
∞∑

y=x

[ax + b(y − x)]p(y) (12)

となる。次に T (x)を最小にする経済発注量 xopt は

xopt =
{

T (x) − T (x − 1) ≤ 0
T (x + 1) − T (x) ≥ 0 (13)

の解である。よって経済発注量 xopt は

xopt =

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

x−1∑
y=0

p(y) ≤ b − a

b
x∑

y=0

p(y) ≥ b− a

b

(14)

の解である。条件 a＜ bより、0＜
b− a

b
＜ 1が成立する。

4.1.1 数値計算
加重平均法を用いて a = 78.098 と設定し、a ＜ b よ
り b = 100、150、200としてそれぞれの経済発注量を算
出し、単位当たり 16個であることを考慮して期待コス
トを算出する。

4.1.2 考察
結果から機会損失費用を上げるにつれて期待コストも
上がることが明確となった。また b=200 のとき期待コ
ストは 8000 円を上回り、3 つのコスト最小化モデルの
中で最大の期待コストである。モデル 1は仕入れ値以外
のコストとして機会損失費用のみを考えているため、機
会損失費用を上げるにつれて経済発注量も上がる結果と
なった。
4.2 モデル 2

このモデルではモデル 1 に引き続き新聞売子の問題
を用いてコスト最小化モデルについて研究を進める。考
えるコストは原価と機会損失費用に加え廃棄商品を販売
することで得られるコスト削減の要素である。ただし廃
棄商品を販売する際、その商品は完売すると仮定して経
済発注量を算出する。そしてその結果について考察して
いく。

• 変数
a:おにぎり 1個の原価
b:おにぎり 1個の機会損失費用 (a＜ b)
c:おにぎり 1個の処分価格 (a＞ c)
x:発注量 (単位)
y:需要量 (単位)
p(y):需要分布
t(x, y):コスト
T (x):期待コスト

発注量が x、需要量が y のときのコスト t(x, y)は

t(x, y) =
{

ax − c(x − y) (x＞ y のとき)
ax + b(y − x) (x ≤ y のとき) (15)

で与えられる。よって期待コスト T (x)は

T (x) =
x−1∑
y=0

[ax−c(x−y)]p(y)+
∞∑

y=x

[ax+b(y−x)]p(y)

(16)
となる。従って、経済発注量 xopt は

xopt =

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

x−1∑
y=0

p(y) ≤ b − a

b − c
x∑

y=0

p(y) ≥ b − a

b − c

(17)

の解である。条件 c＜ a＜ bより、0＜
b− a

b− c
＜ 1が成立

する。
4.2.1 数値計算
加重平均法を用いて a = 78.098 と設定し、a ＜ b よ
り b = 100、150、200、a ＞ cより c = 20、40、60とし
てそれぞれの経済発注量を算出し、単位当たり 16 個で
あることを考慮して期待コストを算出する。



4.2.2 考察
b=100、c=60 とした場合、期待コストが 6000 円を
下回る結果となった。この数字は 3 つのコスト最小化
モデルの中で最小の期待コストである。また廃棄商品は
すべて設定された処分価格で販売されると仮定してい
るため、機会損失費用に関係なく処分価格が高いほど経
済発注量も多くなる結果となった。期待コストも同様に
機会損失費用に関係なく処分価格が高いほど高い値と
なった。
4.3 モデル 3

このモデルではモデル 1、モデル 2に引き続き新聞売
子の問題を用いてコスト最小化モデルについて研究を進
める。考えるコストはモデル 2と同様であるが、廃棄商
品を販売する確率αを考える点が異なる。モデル 2と同
じく廃棄商品を販売する際、その商品は完売すると仮定
して経済発注量を算出する。そしてその結果について考
察していく。

• 変数
a:おにぎり 1個の原価
b:おにぎり 1個の機会損失費用 (a＜ b)
c:おにぎり 1個の処分価格 (a＞ c)
α:廃棄商品を販売する確率 (0＜ α＜ 1)
x:発注量 (単位)
y:需要量 (単位)
p(y):需要分布
t(x, y):コスト
T (x):期待コスト

発注量が x、需要量が y のときのコスト t(x, y)は

t(x, y) =
{

(1 − α)ax + α[ax − c(x − y)] (x＞ y のとき)
ax + b(y − x) (x ≤ y のとき)

(18)
で与えられる。よって期待コスト T (x)は

T (x) =
x−1∑
y=0

{(1 − α)ax + α[ax − c(x − y)]}p(y)

+
∞∑

y=x

[ax + b(y − x)]p(y) (19)

となる。従って、経済発注量 xopt は

xopt =

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

x−1∑
y=0

p(y) ≤ b − a

b − αc
x∑

y=0

p(y) ≥ b− a

b − αc

(20)

の解である。条件 c ＜ a ＜ b、0 ＜α＜ 1 より、

0＜
b − a

b− αc
＜ 1が成立する。

4.3.1 数値計算
加重平均法を用いて a = 78.098 と設定し、a ＜ b よ
り b = 100、150、200、a ＞ cより c = 20、40、60とす
る。また α = 0.1～0.9 としてそれぞれの経済発注量を
算出し、単位当たり 16個であることを考慮して期待コ
ストを算出する。
4.3.2 考察

α = 0.1 から α = 0.3の場合、機会損失費用の違いに
よる経済発注量の差はない。このことは廃棄商品を販売
する確率が 10日間に 1回、または 10日間に 3回という
ように状況がモデル 1とさほど変わらないことに原因が
あると考えられる。また α = 0.4を越すと設定された機
会損失費用の中で処分価格が高いところから順に経済発
注量が大きくなっていくことが確認できる。その原因は
αの値が大きくなるほどモデル 3はモデル 2へ近付くか
らである。α = 0.9 とすると 10 日間に 9回、廃棄商品
を販売することになるので経済発注量が増えていくのは
必然である。
次にコスト最小化モデル 1、2、3 を総合的に考察する。
それぞれのモデルにおいて経済発注量を決定する際に用
いた式の大小関係は b−a

b ＜
b−a

b−(1−α)c＜
b−a
b−c となり、それ

ぞれのモデルにおける結果と比較すると経済発注量の大
小関係は確かに上式と同様にモデル 1＜モデル 3＜モデ
ル 2となっている。また期待コストはモデル 1＞モデル
3＞モデル 2のように経済発注量とは逆の大小関係を示
した。廃棄商品を販売することで期待コストを下げられ
ることが確認できる。

5 おわりに

本論文を作成するにあたり、コンビニエンスストアに
おけるおにぎりの需要は様々な条件に左右されることが
明らかになった。そのため最適発注量を決定する際、販
売日の条件を十分に考慮しなければならないことを確認
することができた。また、機会損失、おにぎりとは別の
商品に移行する確率、おにぎりとは別の商品に移行した
ときのもうけ、売れ残ったときの損失、廃棄商品を販売
する確率、廃棄商品の処分価格などの変化による経済発
注量、期待利益、期待コストの移り変わりの特徴を明確
にすることができた。経済発注量について利益の最大化
とコストの最小化という逆の観点から考察したわけだが
今後の発注政策の参考になれば幸いであると考える。
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